
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
コアを十分な厚さのクラッド層で埋め込んだ埋め込み型光導波路からなり、２つの合分波
器を２本の光導波路で接続したマッハ・ツェンダ干渉計と、前記光導波路の上部に装荷さ
れた薄膜ヒータから構成される干渉型熱光学光部品において、前記２つの光導波路の一部
分の両脇に導波路材料を除去した溝が形成され、一方の光導波路上には溝が形成されてい
る領域に薄膜ヒータが装荷され、もう一方の光導波路上には溝が形成されていない領域に
薄膜ヒータが装荷されていることを特徴とする干渉型熱光学光部品。
【請求項２】
請求項１に記載される干渉型熱光学光部品において、前記溝が前記光導波路の中央部分に
配置され、一方の光導波路上には溝が形成されている中央部分に薄膜ヒータが装荷され、
もう一方の光導波路上には溝が形成されていない溝の両側に薄膜ヒータが装荷されている
ことを特徴とする干渉型熱光学光部品。
【請求項３】
請求項１若しくは請求項２のいずれかに記載される干渉型熱光学光部品において、前記溝
が形成される領域に薄膜ヒータが形成される光導波路側には、溝が形成されない領域の光
導波路上に薄膜ヒータに接続された電気配線が形成され、且つ、溝が形成されない領域に
薄膜ヒータが形成される光導波路側には、溝が形成される領域の光導波路上に薄膜ヒータ
に接続された電気配線が形成されていることを特徴とする干渉型熱光学光部品。
【請求項４】
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請求項３に記載される干渉型熱光学光部品において、前記電気配線が薄膜ヒータ材料の上
部に薄膜ヒータ材料に比べて電気伝導率が大きい材料が積層された構造であることを特徴
とする干渉型熱光学光部品。
【請求項５】
請求項１から４のいずれかに記載される干渉型熱光学光部品において、導波路材料が石英
を主成分とするガラス材料であり、基板材料がシリコンであることを特徴とする干渉型熱
光学光部品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、光導波路で構成されたマッハ・ツェンダ干渉計と薄膜ヒータからなる干渉型熱
光学光部品に関するものである。
更に詳しくは、特性制御に必要な電力を低減し、且つ、回路作製後の特性ずれ補正を可能
にして、生産性が高く、省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を提供するための回路
構成法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年、コンピュータの急激な普及が大きな牽引力となって取り扱われる情報量が急速に増
大しており、大容量光ネットワークの実現が強く望まれている。
それに伴って、さまざまな通信用光部品の研究開発が盛んに行われているが、平面光波回
路（ＰＬＣ）は微細加工技術により高精度に作製でき、また、生産性が高く低価格で作製
できるため、次世代光機能部品の実現手段として大きな期待を集めている。
【０００３】
既に、各種光機能部品が実現されているが、その中でも、干渉型熱光学光部品は光空間ス
イッチや光周波数フィルタ等で用いられる最も重要な要素回路の一つである。
この回路は、図７（ａ）（ｂ）に示すように、２つの合分波器３２ａ，３２ｂを光導波路
３３ａ，３３ｂで接続したマッハ・ツェンダ干渉計と、２本の光導波路３３ａ，３３ｂの
上部に装荷された薄膜ヒータ４ａ，４ｂから構成される。
【０００４】
この回路では、薄膜ヒータ４ａ，４ｂのいずれかに電流を流して２本の光導波路３３ａ，
３３ｂに温度差を与え光路長差を変化させることで、入力光導波路３１ａ，３１ｂから出
力光導波路３４ａ，３４ｂへの透過特性を制御することができる。
例えば、導波路材料として石英系ガラスを使用して光空間スイッチを構成した場合、石英
ガラスの温度変化に対する屈折率変化率ｄｎ／ｄＴは約１０－ ５ ［１／℃］であり、薄膜
ヒータの長さを５［ｍｍ］、使用波長を１．５［μｍ］と仮定すると、約２０℃の温度変
化で光路切替え動作に必要な１／２波長の光路長変化を与えることができる。
【０００５】
この干渉型熱光学光部品は複数個組み合わせて大規模熱光学光部品を作製することができ
、既に、Ｍ×Ｎマトリックス熱光学光スイッチや多並列２×２熱光学光スイッチなどが実
現されている。
これらの大規模熱光学光部品では、数十～数百個の干渉型熱光学光部品が集積されて消費
電力が増大するため、消費電力の低減が強く求められている。
これら大規模熱光学光部品の消費電力は、駆動しない干渉型熱光学光部品で消費するバイ
アス電力と、駆動する干渉型熱光学光部品で消費するドライブ電力からなる。
【０００６】
前者のバイアス電力は、作製時に生じた２本の光導波路の光路長誤差を補正するために薄
膜ヒータに印加する電力であり、作製誤差に起因する特性劣化を抑制する役目を果たす。
作製時に生じる２本の光導波路の光路長誤差は、例えば、光空間スイッチで考えた場合に
は、光路切替えに要する１／２波長の１／１０以下と小さく、バイアス電力はドライブ電
力の１／１０以下であるが、大規模熱光学光部品では集積される干渉型熱光学光部品の個
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数が非常に多いため、バイアス電力の低減は非常に重要である。
【０００７】
バイアス電力を抑制する方法として、局所加熱による光路長誤差補正技術が既に実現され
ている。
干渉型熱光学光部品では、２本の光導波路の一方に局所的な温度変化を与えて個々の光に
位相変調を与えるために熱伝導率の高い基板、例えばシリコン基板を用いている。
【０００８】
このため、光導波路部にはシリコンと石英系ガラスの熱膨張係数差によって生じる応力が
加わっている。
このような光導波路に、局所的に数百度の熱を加えると、光導波路部に加わっている応力
が不可逆的に変化し、それに伴って屈折率変化を残留させることができる。
【０００９】
この残留屈折率変化を用いて、作製後に光路長誤差を補正することができる。この局所加
熱による光路長誤差補正技術は既に確立しており、バイアス電力を与えることなく設計に
合致した良好な特性の干渉型熱光学光部品を実現できることが既に確認されている。
一方、後者のドライブ電力は、特性制御を行うために導波路に温度変化を与えるのに必要
な電力である。
【００１０】
前述の通り、干渉型熱光学光部品では局所的な温度変化を与えるために熱伝導率の高い基
板を用いているが、熱が基板へ逃げてしまうため導波路に所望の温度変化を与えるために
必要なドライブ電力は増大する。
このドライブ電力を低減する方法として、図８に示すように、薄膜ヒータの両脇に導波路
材料を除去した溝を形成する方法が既に提案されている。
この方法では、溝の形成により薄膜ヒータで発生した熱が基板へ伝導する際の断面積が減
少し、熱の拡散が抑制されるため所望の温度変化を少ない電力で得ることができる。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、前述の両脇の導波路材料を除去するドライブ電力抑制法と局所加熱により
光路長誤差を補正するバイアス電力抑制法の両方を適用することは原理的に困難であった
。
前述のバイアス電力抑制法では、局所加熱によって光導波路部に加わる応力に不可逆的な
変化を与えるため、あらかじめ光導波路部にある程度の応力が加わっている必要がある。
【００１２】
しかし、前述のドライブ電力抑制法では、導波路材料を除去することでもともと光導波路
が持っている応力が開放されてほぼゼロとなるため、局所加熱を行っても光導波路部の応
力はほとんど変化せず、光路長誤差を補正することはできない。
この問題の解決法として、片側の光導波路だけに両側の導波路材料を除去した溝を形成し
、溝を形成した領域の光導波路上に薄膜ヒータを装荷して特性制御用ヒータとして使用し
、もう一方の光導波路は応力開放の影響がないように十分に離して光導波路上に形成した
薄膜ヒータを光路長誤差補正用ヒータとして使用する方法が考えられるが、２本の光導波
路を離すと回路寸法が増大することや２つの光導波路に構造的な差異を与えると特性劣化
が生じたり、設計が困難になったりすることを考慮すると実用的ではない。
【００１３】
本発明は、上記従来技術に鑑みてなされたものであり、干渉型熱光学光部品の２つの合分
波器に挟まれた２つの光導波路の一部分の両脇に導波路材料を除去した溝を形成し、一方
の光導波路には溝が形成された領域に薄膜ヒータを形成して特性制御用ヒータとして使用
し、もう一方の光導波路には溝が形成されていない領域に薄膜ヒータを形成して光路長誤
差補正用ヒータとして使用することによって、回路寸法の増大や特性劣化を伴わずに省電
力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を安定に提供することを目的とする。
【００１４】
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【課題を解決するための手段】
上記目的を達成する本発明の請求項１に記載した干渉型熱光学光部品は、２つの合分波器
を２つの光導波路で接続したマッハ・ツェンダ干渉計を構成し、前記光導波路の上部に薄
膜ヒータを装荷した干渉型熱光学光部品において、２つの光導波路の一部分に両脇の導波
路材料を除去した溝が形成され、一方の光導波路上には溝が形成されている領域に薄膜ヒ
ータが装荷され、もう一方の光導波路上には溝が形成されていない領域に薄膜ヒータが装
荷されていることを特徴とする。
【００１５】
また、上記目的を達成する本発明の請求項２に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１
に記載された干渉型熱光学光部品において、両脇の導波路材料を除去した溝が前記光導波
路の中央部分に配置されており、一方の光導波路上には溝が形成されている中央部分に薄
膜ヒータが装荷され、もう一方の光導波路上には溝が形成されていない溝の両側に薄膜ヒ
ータが装荷されていることを特徴とする。
【００１６】
また、上記目的を達成する本発明の請求項３に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１
若しくは請求項２のいずれかに記載された干渉型熱光学光部品において、溝が形成された
領域に薄膜ヒータが形成される光導波路側には、溝が形成されない領域の光導波路上に薄
膜ヒータに接続された電気配線が形成され、且つ、溝が形成されない領域に薄膜ヒータが
形成される光導波路側には、溝が形成される領域の光導波路上に薄膜ヒータに接続された
電気配線が形成されていることを特徴とする。
【００１７】
また、上記目的を達成する本発明の請求項４に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項３
に記載された干渉型熱光学光部品において、電気配線が薄膜ヒータ材料の上部に薄膜ヒー
タ材料に比べて電気伝導率が大きい材料が積層された構造であることを特徴とする。
【００１８】
また、上記目的を達成する本発明の請求項５に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１
から請求項４のいずれかに記載された干渉型熱光学光部品において、導波路材料が石英を
主成分とするガラス材料であり、基板材料がシリコンであることを特徴とする。
【００１９】
【作用】
本発明の請求項１に記載した干渉型熱光学光部品は、２つの合分波器を接続する２つの光
導波路の一部分に両脇の導波路材料を除去した溝が形成され、一方の光導波路上には溝が
形成された領域に薄膜ヒータが装荷され、もう一方の光導波路上には溝が形成されない領
域に薄膜ヒータが装荷されているため、溝が形成された領域に装荷された薄膜ヒータを特
性制御用ヒータとして使用することで効率的に光導波路を加熱して少ない電力で特性制御
を行うことができ、更に、溝が形成されない領域に装荷された薄膜ヒータを光路長誤差補
正用ヒータとして使用することで局所加熱による光路長誤差補正をすることができるため
、省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を安定に提供することができる。
【００２０】
本発明の請求項２に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１に記載した干渉型熱光学光
部品において、特に、両脇の導波路材料を除去した溝が前記光導波路の中央部分に配置さ
れており、一方の光導波路上には溝が形成されている中央部分に薄膜ヒータが装荷され、
もう一方の光導波路上には溝が形成されていない溝の両側に薄膜ヒータが装荷されている
ため、回路寸法の増大を伴わずに両脇の導波路材料を除去した溝を２つの合分波器から遠
ざけて、溝で生じる応力変化による合分波器の特性劣化を防ぐことができ、省電力で特性
が優れ、且つ、より小型な干渉型熱光学光部品を安定に提供することができる。
【００２１】
本発明の請求項３に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１若しくは請求項２に記載し
た干渉型熱光学光部品において、特に、溝が形成された領域に薄膜ヒータが形成される光
導波路側には、溝が形成されない領域の光導波路上に薄膜ヒータに接続された電気配線が

10

20

30

40

50

(4) JP 3573332 B2 2004.10.6



形成され、且つ、溝が形成されない領域に薄膜ヒータが形成される光導波路側には、溝が
形成される領域の光導波路上に薄膜ヒータに接続された電気配線が形成されているため、
薄膜ヒータに給電するための電気配線を整然と配置することができ、小型で大規模化に適
し、且つ省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を安定に提供することができる。
【００２２】
本発明の請求項４に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項３に記載した干渉型熱光学光
部品において、特に、電気配線が薄膜ヒータ材料の上部に薄膜ヒータ材料に比べて電気伝
導率が大きい材料が積層された構造であるため、２つの光導波路上に形状の異なる薄膜ヒ
ータ及び電気配線を形成しても光導波路に加わる応力の差異を小さく抑えることができ、
小型で大規模化に適し、且つ省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品をより安定に提供
することができる。
【００２３】
本発明の請求項５に記載した干渉型熱光学光部品は、請求項１から４のいずれかに記載し
た干渉型熱光学光部品において、特に、導波路材料として石英を主成分とするガラス材料
を使用し、基板としてシリコン基板を使用することで、特に低損失で温度安定性に優れ、
且つ省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を提供することができる。
【００２４】
【発明の実施の形態】
〔実施例１〕
本発明の第１の実施例に係る干渉型熱光学光部品を図１に示す。
図１（ａ）は上面図、図１（ｂ）はＡ－Ａ’線断面図、図１（ｃ）はＢ－Ｂ’線断面図で
ある。
なお、本実施例、及び以下の実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記載
する。
【００２５】
同図に示すように、本実施例は、２つの３ｄＢ合分波器３２ａ，３２ｂを２本の光導波路
３３ａ，３３ｂで接続してマッハ・ツェンダ干渉計を構成し、光導波路３３ａ，３３ｂの
一部に両脇の導波路材料を除去した溝５を形成し、更に、光導波路３３ａ上には溝５が形
成された領域に薄膜ヒータ（以下、特性制御用ヒータと言う）４ａを形成し、光導波路３
３ｂ上には溝５が形成されない領域に薄膜ヒータ（以下、光路長誤差補正用ヒータという
）４ｂを形成している。
また、特性制御用ヒータ４ａ，光路長誤差補正用ヒータ４ｂの両端には給電用電気配線６
を接続した。
【００２６】
本実施例では、基板としてシリコン基板１を使用し、全ての光導波路は石英を主成分とす
るガラス材料で形成した。
コア寸法を７［μｍ］×７［μｍ］、比屈折率差を０．７５［％］、クラッド２の厚さを
６０［μｍ］とした。
また回路の概略寸法は、光導波路３３ａの長さを５［ｍｍ］、光導波路３３ｂの長さを（
５＋０．０００５）［ｍｍ］、光導波路３３ａ，３３ｂの距離を０．２［ｍｍ］、特性制
御用ヒータ４ａの寸法を幅３０［μｍ］、長さ３［ｍｍ］、光路長誤差補正用ヒータ４ｂ
の寸法を幅３０［μｍ］、長さ２［ｍｍ］、溝５の寸法を幅０．１５［ｍｍ］、長さ３［
ｍｍ］とした。
【００２７】
光導波路３３ａの長さは、無電力印加の状態で入力光導波路３１ａに入射した光が出力光
導波路３４ａに出射するように、石英ガラス中における１／２波長（λ＝１．５５［μｍ
］）に相当する０．０００５［ｍｍ］だけ光導波路３３ｂよりも長くした。
本実施例は、図６に示す工程により作製した。
まず、図６（ａ）に示すように、シリコン基板１上に火炎堆積法（ＦＨＤ法）を用いてク
ラッド層２とコア層３を堆積した。
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【００２８】
次いで、図６（ｂ）に示すように、堆積したコア層３をフォトリソグラフィ技術と反応性
ドライエッチング技術（ＲＩＥ）を用いて導波路形状に加工し、図６（ｃ）に示すように
、その上にクラッド層２を堆積して埋め込み型石英系光導波路を形成した。
その後、図６（ｄ）に示すように、作製した光導波路のクラッド層２の上にＣｒ膜からな
る薄膜ヒータ４とＡｕ膜からなる電気配線６を形成し、最後に図６（ｅ）に示すように、
ＲＩＥを用いて溝５を形成した。
なお、本実施例及び以降の実施例では、光導波路の作製に火炎堆積法を用いているが、こ
れに何ら縛られるものではなく、気相法やゾルゲル法といったあらゆる方法を用いること
が可能である。
【００２９】
また、本実施例及び以降の実施例では、薄膜ヒータと電気配線の材料として、それぞれＣ
ｒ膜とＡｕ膜を用いているが、これに何ら縛られるものではなく、電気特性の類似したあ
らゆる材料の組み合わせを用いることが可能である。
前述の作製工程を用いて導波路型熱光学光スイッチを作製し特性評価を行った。
特性評価は、局所加熱による光路長誤差補正工程の前後での消光比とドライブ電力、及び
光路長誤差について行った。
詳細には、消光比は電力を印加しない状態で入力光導波路３１ａに光を入射し、出力光導
波路３４ｂに出射する光強度を測定して求めた。
【００３０】
ドライブ電力は入力光導波路３１ａに光を入射して出力光導波路３４ｂに出射する光強度
を測定しながら、特性制御用ヒータ４ａに印加する電力を最も消光する点が２点観測され
るまで増加させ、その２点での電力値の差を測定して求めた（ドライブ電力［Ｗ］＝（２
点の電力値の差）÷２）。
また、光路長誤差は、入力光導波路３１ａに光を入射して出力光導波路３４ｂに出射する
光強度を測定しながら特性制御用ヒータ４ａに電力を印加して、設計上は無電力印加状態
で得られるはずの最も消光する点が無電力印加状態からどの程度ずれているか測定し、前
述のドライブ電力と比較して求めた（光路長誤差［％］＝（最も消光する点と無電力状態
とのずれ）／（ドライブ電力）×１００）。
【００３１】
測定の結果、光路長誤差補正前の特性は、消光比１６［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［
Ｗ］、光路長誤差１０．０［％］であった。
また、光路長誤差補正後の特性は、消光比３０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［Ｗ］、
光路長誤差０．５［％］以下であった。
ここで、図８に示す従来の省電力構造の導波路型光スイッチは、光路長誤差を補正するこ
とができないため、消光比２０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［Ｗ］、光路長誤差６．
５［％］であり、従って、本構造によってドライブ電力を従来の省電力構造の導波路型光
スイッチと同等まで低減しつつ、局所加熱による光路長誤差補正によって消光比を１０［
ｄＢ］改善することができた。
【００３２】
本実施例では、光路長誤差補正前の消光比が１６［ｄＢ］であり、光路長誤差が１０．０
［％］であったが、これは光導波路３３ａ，３３ｂの上に形成される薄膜ヒータの形状が
異なり、光導波路３３ａ，３３ｂに加わる応力に差異があったためである。
理論上は、光路長差を０．５［％］以下に抑えると４５［ｄＢ］以上の消光比が得られる
が、本実施例では、溝５の形成による応力変化の影響が合分波器３２ｂに加わり、分岐比
が設計値である５０［％］からずれたため、３０［ｄＢ］の消光比しか得られなかった。
【００３３】
本実施例では、導波路材料として石英を主成分としたガラス材料を用いたが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、使用する基板と導波路材料の熱膨張係数長になどに起因する
応力が光導波路部に加わっていれば無機誘電体材料や有機誘電体材料を導波路材料とした
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場合にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、省
電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することができる。
また、本実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記述したが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、光周波数フィルタや光可変減衰器等のあらゆる干渉型熱光学
光部品にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、
省電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することができる。
【００３４】
〔実施例２〕
本発明の第２の実施例に係る干渉型熱光学光部品を図２に示す。
図２（ａ）は上面図、図２（ｂ）はＣ－Ｃ’線断面図、図２（ｃ）はＤ－Ｄ’線断面図で
ある。
なお、本実施例は、合分波器の分岐比を３［ｄＢ］（５０％）とし、導波路型熱光学光ス
イッチを作製した一例である。
【００３５】
同図に示すように、本実施例の導波路型熱光学光スイッチは、実施例１の導波路型熱光学
光スイッチにおいて、特性制御用ヒータ４ａ及び溝５を光導波路３３ａ，３３ｂの中央に
配置し、光路長誤差補正用ヒータを４ｂ，４ｃの２つに分割して光導波路３３ａ，３３ｂ
の両脇に配置したものである。
光路長誤差補正用ヒータ４ｂ，４ｃの長さが１［ｍｍ］であることを除き、その他の概略
構成、作製手順は実施例１の導波路型熱光学光スイッチと同様であるので詳細な説明は省
略する。
【００３６】
本実施例においても実施例１と同様に、局所加熱による光路長誤差補正工程の前後での消
光比とドライブ電力、及び光路長誤差について測定を行った。
測定の結果、光路長誤差補正前の特性は、消光比１６［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［
Ｗ］、光路長誤差１０．０［％］であった。
また、光路長誤差補正後の特性は、消光比３５［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［Ｗ］、
光路長誤差０．５［％］以下であった。
【００３７】
本実施例でも、実施例１と同様に、ドライブ電力を図８に示す従来の省電力構造の導波路
型熱光学光スイッチと同等の０．１７［Ｗ］まで低減しつつ、局所加熱による光路長誤差
補正によって消光比を１５［ｄＢ］改善することができた。また、本実施例では、溝５を
２つの合分波器３２ａ，３２ｂから離して配置したため、応力変化による合分波器３２ａ
，３２ｂの特性劣化を低く抑えることができ、実施例１と比較して、消光比を更に５［ｄ
Ｂ］改善することができた。
【００３８】
本実施例では、光路長誤差補正前の消光比が１６［ｄＢ］であり、光路長誤差が１０．０
［％］であったが、これは光導波路３３ａ，３３ｂの上に形成される薄膜ヒータの形状が
異なり、光導波路３３ａ，３３ｂに加わる応力に差異があったためである。
本実施例では、導波路材料として石英を主成分としたガラス材料を用いたが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、使用する基板と導波路材料の熱膨張係数差になどに起因する
応力が光導波路部に加わっていれば無機誘電体材料や有機誘電体材料を導波路材料とした
場合にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、省
電力な導波路型熱光学光スイッチを良好な特性で生産性良く低価格に実現することができ
る。
【００３９】
また、本実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記述したが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、光周波数フィルタや光可変減衰器等のあらゆる干渉型熱光学
光部品にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、
省電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することができる。
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【００４０】
〔実施例３〕
本発明の第３の実施例に係る干渉型熱光学光部品を図３に示す。
図３（ａ）は上面図、図３（ｂ）はＥ－Ｅ’線断面図、図３（ｃ）はＦ－Ｆ’線断面図で
ある。
なお、本実施例は、合分波器の分岐比を３［ｄＢ］（５０％）とし、導波路型熱光学光ス
イッチを作製した一例である。
【００４１】
同図に示すように、本実施例の導波路型熱光学光スイッチは、実施例１の導波路型熱光学
光スイッチにおいて、特性制御用ヒータ４ａに給電するための電気配線６ａを溝５が形成
されていない領域の光導波路３３ａ上に形成し、光路長誤差補正用ヒータ４ｂに給電する
ための電気配線６ｂを溝５が形成されている領域の光導波路３３ｂ上に形成したものであ
る。
電気配線は薄膜ヒータ膜として使用しているＣｒ膜上にＡｕ膜を積層した構造とした。
その他の概略構成、作製手順は実施例１の導波路型熱光学光スイッチと同様であるので詳
細な説明は省略する。
【００４２】
本実施例においても実施例１と同様に、局所加熱による光路長誤差補正工程の前後での消
光比とドライブ電力、及び光路長誤差について測定を行った。
測定の結果、光路長誤差補正前の特性は、消光比２０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［
Ｗ］、光路長誤差６．４［％］であった。
また、光路長誤差補正後の特性は、消光比３０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［Ｗ］、
光路長誤差０．５［％］以下であった。
本実施例でも、実施例１と同様に、ドライブ電力を図８に示す従来の省電力構造の導波路
型熱光学光スイッチと同等の０．１７［Ｗ］まで低減しつつ、局所加熱による光路長誤差
補正によって消光比を１０［ｄＢ］改善することができた。
【００４３】
本実施例でも実施例１と同様に、２つの合分波器の分岐比が設計値である５０［％］から
ずれたため、３０［ｄＢ］程度の消光比しか得られなかった。
また、本実施例では、光導波路３３ａ，３３ｂに形成される電気配線と薄膜ヒータの形状
が異なっているが、電気配線をＣｒ膜とＡｕ膜の積層構造とし、薄膜ヒータをＣｒ膜の単
層構造としたため、光導波路３３ａ，３３ｂに加わる応力の差異が低く抑えられ、補正前
の消光比が実施例１よりも４［ｄＢ］改善した。
【００４４】
本実施例では、導波路材料として石英を主成分としたガラス材料を用いたが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、使用する基板と導波路材料の熱膨張係数差になどに起因する
応力が光導波路部に加わっていれば無機誘電体材料や有機誘電体材料を導波路材料とした
場合にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、省
電力な導波路型熱光学光スイッチを良好な特性で生産性良く低価格に実現することができ
る。
また、本実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記述したが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、光周波数フィルタや光可変減衰器等のあらゆる干渉型熱光学
光部品にも適用することができ、本実施例と同様に光路長誤差を作製工程後に補正して、
省電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することができる。
【００４５】
〔実施例４〕
本発明の第４の実施例に係る干渉型熱光学光部品を図４に示す。
図４（ａ）は上面図、図４（ｂ）はＧ－Ｇ’線断面図、図４（ｃ）はＨ－Ｈ’線断面図で
ある。
なお、本実施例は、合分波器の分岐比を３［ｄＢ］（５０％）とし、導波路型熱光学光ス
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イッチを作製した一例である。
【００４６】
同図に示すように、本実施例の導波路型熱光学光スイッチは、実施例２の導波路型熱光学
光スイッチにおいて、特性制御用ヒータ４ａに給電するための電気配線６ａを溝５が形成
されていない領域の光導波路３３ａ上に形成し、光路長誤差補正用ヒータ４ｂに給電する
ための電気配線６ｂを溝５が形成されている領域の光導波路３３ｂ上に形成したものであ
る。
その他の概略構成、作製手順は実施例２の導波路型熱光学光スイッチと同様であるので詳
細な説明は省略する。
【００４７】
本実施例においても実施例１と同様に、局所加熱による光路長誤差補正工程の前後での消
光比とドライブ電力、及び光路長誤差について測定を行った。
測定の結果、光路長誤差補正前の特性は、消光比２０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［
Ｗ］、光路長誤差６．４［％］であった。
また、光路長誤差補正後の特性は、消光比３５［ｄＢ］、ドライブ電力０．１７［Ｗ］、
光路長誤差０．５［％］以下であった。
【００４８】
本実施例でも、実施例１と同様に、ドライブ電力を図５に示す従来の省電力構造の導波路
型熱光学光スイッチと同等の０．１７［Ｗ］まで低減しつつ、局所加熱による光路長誤差
補正によって消光比を１５［ｄＢ］改善することができた。また、本実施例でも実施例２
と同様に、溝５を２つの合分波器３２ａ，３２ｂから離して配置したため、応力変化によ
る合分波器３２ａ，３２ｂの特性劣化を防ぐことができ、実施例１と比較して、消光比を
更に５［ｄＢ］改善することができた。
【００４９】
また、本実施例では、光導波路３３ａ，３３ｂに形成される電気配線と薄膜ヒータの形状
が異なっているが、電気配線をＣｒ膜とＡｕ膜の積層構造とし、薄膜ヒータをＣｒ膜の単
層構造としたため、光導波路３３ａ，３３ｂに加わる応力の差異が低く抑えられ、補正前
の消光比が実施例１よりも４［ｄＢ］改善した。
また、本実施例では、特に、２つの光路長誤差補正用ヒータ４ｂ，４ｃに給電するための
電気配線６ｂを共通にすることで、電気配線６ｂを整然と配置することができ、小型化、
大規模化に適した構成にすることができた。
【００５０】
本実施例では、導波路材料として石英を主成分としたガラス材料を用いたが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、使用する基板と導波路材料の熱膨張係数差になどに起因する
応力が光導波路部に加わっている場合には、例えば無機誘電体材料や有機誘電体材料を導
波路材料とした場合にも適用することができ、本実施例と同様に作製時の光路長誤差を作
製工程後に補正して、省電力な導波路型熱光学光スイッチを良好な特性で生産性良く低価
格に実現することができる。
また、本実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記述したが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、光周波数フィルタや光可変減衰器等のあらゆる干渉型熱光学
光部品にも適用することができ、本実施例と同様に作製時の光路長誤差を作製工程後に補
正して、省電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することが
できる。
【００５１】
〔実施例５〕
本発明の第５の実施例に係る干渉型熱光学光部品を図５に示す。
図５（ａ）は上面図、図５（ｂ）はＩ－Ｉ’線断面図、図５（ｃ）はＪ－Ｊ’線断面図で
ある。
なお、本実施例は、合分波器の分岐比を３［ｄＢ］（５０％）として導波路型熱光学光ス
イッチを作製し、更に溝を形成する領域の光導波路の直下に、シリコン基板上に凹形形状
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を形成してその内部にクラッド材料を充填したトレンチを形成した一例である。
【００５２】
同図に示すように、本実施例の導波路型熱光学光スイッチは、実施例４の導波路型熱光学
光スイッチにおいて、光導波路３３ａ，３３ｂの溝５を形成する領域の直下に、シリコン
基板１上に凹形形状を形成してその内部にクラッド材料を充填したトレンチ１１を形成し
たものである。
トレンチの寸法は幅１５０［μｍ］、長さ２［ｍｍ］、深さ５０［μｍ］とした。
その他の概略構成は実施例４の導波路型熱光学光スイッチと同様であるので詳細な説明は
省略する。
【００５３】
本実施例の作製手順は、まずシリコン基板１に凹形形状を形成してその上にクラッド材料
を堆積した。
その後クラッド材料が凹形形状の内部にのみ残るように表面を機械研磨で平坦化し、その
上に図６に示す工程で前述の実施例と同様に光導波路と薄膜ヒータと電気配線と溝を形成
した。
本実施例においても実施例１と同様に、局所加熱による光路長誤差補正工程の前後での消
光比とドライブ電力、及び光路長誤差について測定を行った。
【００５４】
測定の結果、光路長誤差補正前の特性は、消光比２０［ｄＢ］、ドライブ電力０．１２［
Ｗ］、光路長誤差６．５［％］であった。
また、光路長誤差補正後の特性は、消光比３５［ｄＢ］、ドライブ電力０．１２〔Ｗ］、
光路長誤差０．５［％］以下であった。
本実施例では、トレンチ１１を形成することにより、ドライブ電力を図５に示す従来の省
電力構造の導波路型熱光学光スイッチの０．１７［Ｗ］よりも３０［％］低減することが
でき、また、局所加熱による光路長誤差補正によって消光比を１５［ｄＢ］改善すること
ができた。
【００５５】
また、本実施例でも実施例４と同様に、溝５を２つの合分波器３２ａ，３２ｂから離して
配置したため、応力変化による合分波器３２ａ，３２ｂの特性劣化を防ぐことができ、実
施例１と比較して、消光比を更に５［ｄＢ］改善することができた。
また、本実施例では、光導波路３３ａ，３３ｂに形成される電気配線と薄膜ヒータの形状
が異なっているが、電気配線をＣｒ膜とＡｕ膜の積層構造とし、薄膜ヒータをＣｒ膜の単
層構造としたため、光導波路３３ａ，３３ｂに加わる応力の差異が低く抑えられ、補正前
の消光比が実施例１よりも４［ｄＢ］改善した。
【００５６】
本実施例では、光導波路３３ａ，３３ｂの下部にトレンチ１１を形成したが、光導波路３
３ａ，３３ｂの下部のトレンチは同一の構造であるため、消光比等の劣化は見られなかっ
た。
また、本実施例でも実施例４と同様に、特に２つの光路長誤差補正用ヒータ４ｂ，４ｃに
給電するための電気配線６ｂを共通にすることで、電気配線６ｂを整然と配置することが
でき、小型化、大規模化に適した構成にすることができた。
【００５７】
本実施例では、導波路材料として石英を主成分としたガラス材料を用いたが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、使用する基板と導波路材料の熱膨張係数差になどに起因する
応力が光導波路部に加わっている場合には、例えば無機誘電体材料や有機誘電体材料を導
波路材料とした場合にも適用することができ、本実施例と同様に作製時の光路長誤差を作
製工程後に補正して、省電力な導波路型熱光学光スイッチを良好な特性で生産性良く低価
格に実現することができる。
また、本実施例では、導波路型熱光学光スイッチの場合について記述したが、本技術はこ
れに制限されるものでなく、光周波数フィルタや光可変減衰器等のあらゆる干渉型熱光学

10

20

30

40

50

(10) JP 3573332 B2 2004.10.6



光部品にも適用することができ、本実施例と同様に作製時の光路長誤差を作製工程後に補
正して、省電力な干渉型熱光学光部品を良好な特性で生産性良く低価格に実現することが
できる。
【００５８】
【発明の効果】
以上、実施例に基づいて具体的に説明したように、本発明では、マッハ・ツェンダ干渉計
の２つの合分波器を接続する２本の光導波路の一部に、両側の導波路材料を除去した溝を
形成し、一方の光導波路上には溝が形成された領域に薄膜ヒータを形成して特性制御用ヒ
ータとして使用し、もう一方の光導波路上には溝が形成されない領域に薄膜ヒータを形成
して光路誤差補正用ヒータとして使用することで、回路寸法を増大させることなく、特性
制御に必要なドライブ電力を低減し、且つ作製時の光路長誤差を局所加熱によって補正す
ることができるため、生産性が高く、低価格で、且つ省電力で特性が優れた干渉型熱光学
光部品を提供することができる。
従って、本発明は、省電力で特性が優れた干渉型熱光学光部品を実用する上で極めて効果
的である。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１（ａ）は本発明の第１の実施例に係る干渉型熱光学光部品の概略構成を示す
上面図、図１（ｂ）は図１（ａ）中のＡ－Ａ’線断面図、図１（ｃ）は図１（ａ）中のＢ
－Ｂ’線断面図である。
【図２】図２（ａ）は本発明の第２の実施例に係る干渉型熱光学光部品の概略構成を示す
上面図、図２（ｂ）は図２（ａ）中のＣ－Ｃ’線断面図、図２（ｃ）は図２（ａ）中のＤ
－Ｄ’線断面図である。
【図３】図３（ａ）は本発明の第３の実施例に係る干渉型熱光学光部品の概略構成を示す
上面図、図３（ｂ）は図３（ａ）中のＥ－Ｅ’線断面図、図３（ｃ）は図３（ａ）中のＦ
－Ｆ’線断面図である。
【図４】図４（ａ）は本発明の第４の実施例に係る干渉型熱光学光部品の概略構成を示す
上面図、図４（ｂ）は図４（ａ）中のＧ－Ｇ’線断面図、図４（ｃ）は図４（ａ）中のＨ
－Ｈ’線断面図である。
【図５】図５（ａ）は本発明の第５の実施例に係る干渉型熱光学光部品の概略構成を示す
上面図、図５（ｂ）は図５（ａ）中のＩ－Ｉ’線断面図、図５（ｃ）は図５（ａ）中のＪ
－Ｊ’線断面図である。
【図６】図６（ａ）～（ｅ）は、石英系平面光波回路技術を用いて作製される干渉型熱光
学光部品の作製手順を示す工程図である。
【図７】図７（ａ）は従来の干渉型熱光学光部品の概略構成を示す上面図、図７（ｂ）は
図７（ａ）中のＫ－Ｋ’線断面図である。
【図８】図８（ａ）は従来の干渉型熱光学光部品の概略構成を示す上面図、図８（ｂ）は
図８（ａ）中のＬ－Ｌ’線断面図である。
【符号の説明】
１　シリコン基板
２　クラッド層
３　コア
４　薄膜ヒータ
４ａ　特性制御用ヒータ
４ｂ，４ｃ　光路長誤差補正用ヒータ
５　溝
６　給電用電気配線
６ａ　特性制御用ヒータ給電用電気配線
６ｂ　光路長誤差補正用ヒータ給電用電気配線
１１　トレンチ
３１ａ，３１ｂ　入力光導波路
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３２ａ，３２ｂ　合分波器
３３ａ，３３ｂ　光導波路
３４ａ，３４ｂ　出力光導波路

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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